障害者自立支援法案に関する意見書
 　障害者支援費制度は2003年4月から新たな制度としてスタートしたばかりである。ところが、厚生労働省は、現在開かれている通常国会に障害者自立支援法案を提出し、審議が進められている。
   厚生労働省は、法案提出に当たって、改革のポイントを、提供主体を市町村とし、身体・知的・精神の障害種別を超えたサービスの一元化や地域の限られた社会資源の活用などとともに、費用をみんなで負担し支えあう仕組みの強化として定率負担・自己負担の導入により障害者に負担を求め、国の予算の義務化をも図っていくことにあるとしている。
  本法案が「支援費制度」の活用の拡大による国の財政支出を抑え、これまで障害者施策で維持されてきた「応能負担」を「応益負担」とし食費等の自己負担に転換することを前提としていることは、障害者に大幅な自己負担増を強いることとなるなど危惧されている。
   よって国においては、障害者やその家族、障害者団体等の意見を十分に踏まえ、低所得者に対し過大な自己負担を強いることがないよう強く求めるものである。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
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